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1―公的医療保険の給付内容 

公的医療保険の給付は、大きく、①医療給付、②現金給付 に分けられます。 

具体的には、それぞれ、以下のような給付があります（なお、給付の名称は制度によって異なる場合もあり

ます）。 

（１）医療給付 

①療養の給付 

皆さんが病気やケガ等で医者にかかったときに、ご自身で負担する費用は実際の費用の一部となってい

ます。いわゆる 3 割負担等と言われているものです。残りの費用は、公的医療保険制度から、「療養の給付」

という形で支払われることになります。具体的には、以下の通りです。 

・義務教育就学前  8割（従って、自己負担は 2割） 

・義務教育就学後から 70歳未満 7割（自己負担は 3割） 

・70歳以上 75歳未満  8割（ただし、現役並みの所得を有する者は 7割）（自己負担は 2～3割） 

・75歳以上  9割（ただし、現役並みの所得を有する者は 7割）（自己負担は 1～3割） 

②入院時食事療養費、入院時生活療養費(65歳以上) 

 入院時には、食事療養費として、一食当たり定額（360 円）が、65 歳以上の場合には、生活療養費として、

一食当たり定額と居住費が支払われます。 

③高額療養費 

 ①で述べたように、医療サービスを受けた場合には、自己負担が発生しますが、この自己負担の医療費が

高額になった場合には、一定の金額を超えた部分が、公的医療保険から払い戻されます。これを「高額療養

費」と呼んでいます。 

 具体的には、年齢や年収によって、1 か月間の自己負担限度額が異なっており、具体的には以下のように

なっています（平成 30年 8月時点）。 
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（A）70歳未満 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（B）70歳以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）全国健康保険協会（協会けんぽ）作成資料に基づく。 

 

なお、上記の金額は、「本人高額療養費」ですが、本人・家族（被扶養者）が同一月内に各々受診している

場合には、世帯で合算することができます（ただし、70 歳未満の方は、21,000 円以上の自己負担のみが合

算されます）。その合算額から、上記の自己負担限度額を超えた額が支給されます。これを「家族療養費」と

呼んでいます。 

④訪問看護療養費 

 在宅の難病患者などかかりつけの医師の指示に基づいて、訪問看護ステーションから派遣された看護師・

保健師などの看護・介護を受けた時に、①の療養の給付に準じて給付されます。 

（２）現金給付 

①出産育児一時金 

外来
（個人ごと）

外来・入院
（世帯）

現役並みⅢ
標準報酬月額83万円以上で

高齢者受給者証の負担割合が3割の方

現役並みⅡ
標準報酬月額53万～79万円で

高齢者受給者証の負担割合が3割の方

現役並みⅠ
標準報酬月額28万～50万円で

高齢者受給者証の負担割合が3割の方

18,000円
（年間上限14.4万円）

57,600円
〔多数該当：44,400円〕

被保険者が住民税の非課税者等である場合 24,600円

被保険者とその扶養家族全ての方の収入から必
要経費・控除額を除いた後の所得がない場合

15,000円

252,600円＋（総医療費－842,000円）×１％
〔多数該当：140,100円〕

167,400円＋（総医療費－558,000円）×1％
〔多数該当：93,000円〕

80,100円＋（総医療費－267,000円）×1％
〔多数該当：44,400円〕

現
役
並
み
所
得
者

　一般所得者
（現役並み所得者及び低所得者以外の方）

低
所
得
者

8,000円

自己負担限度額
被保険者の所得区分

標準報酬月額 報酬月額

83万円以上 81万円以上
252,600円＋（総医療費（※1)

－842,000円）×１％
140,100円

53万円～79万円
51.5万円以上
81万円未満

167,400円＋（総医療費－558,000円）×1％ 93,000円

28万円～50万円
27万円以上
51.5万円未満

80,100円＋（総医療費－267,000円）×1％ 44,400円

26万円以下 27万円未満 57,600円 44,400円

35,400円 24,600円

所得区分
自己負担限度額 多数該当(※2）

低所得者
被保険者が住民税の非課税者等

（※１）総医療費とは、保険適用される診察費用の総額（10割）
（※2）療養を受けた月以前の1年間に、3ヵ月以上の高額療養費の支給を受けた（限度額適用認定証を使用し、自己負担限度額を

負担した場合も含む）場合には、4ヵ月目から「多数該当」となり、自己負担限度額がさらに軽減されます。
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 被保険者又はその被扶養者が出産した場合、健康保険・共済制度においては、定額（原則 42 万円）が支

払われます。国民健康保険の場合、支給額は、条例又は規約の定まるところによりますが、多くの保険者が

同じ金額を支払っています。なお、後期高齢者医療制度には出産に対する給付はありません。 

②埋葬料 

 被保険者又はその被扶養者が死亡した場合、健康保険・共済制度においては、埋葬料として定額（5万円）

が支払われます。国民健康保険、後期高齢者医療制度の場合、支給額は、条例又は規約の定まるところに

よりますが、殆どの市町村、後期高齢者医療広域連合で実施され、１～5万円程度を支給しています。 

③傷病手当金 

健康保険・共済制度の場合、以下の傷病手当金が支給されますが、国民健康保険、後期高齢者医療制度

の場合は、任意給付となっており、実際に実施している市町村、後期高齢者医療広域連合はありません。 

傷病手当金は、被保険者が業務外の事由による療養のため労務不能となった場合、その期間中、最長で

1年 6ヶ月、1日につき標準報酬日額の 3分の 2相当額が支給されます。 

④出産手当金 

健康保険・共済制度の場合、以下の出産手当金が支給されますが、国民健康保険、後期高齢者医療制度

の場合は、任意給付となっており、実際に実施している市町村、後期高齢者医療広域連合はありません。 

出産手当金は、被保険者本人の産休中（出産日以前 42 日から出産日後 56 日まで）の間、1 日につき標

準報酬日額の 3分の 2相当額が支給されます。 

⑤移送費 

歩行することが著しく困難な患者が治療のために通院、または入院や転院をしなければならない時。骨髄

液、臍帯血を搬送した時、基準内であれば、かかった費用の 100％が支給されます。 

 

2―保険者による給付内容の差異 

1｜大きな制度間の差異  

１で説明したように、医療保険制度の給付内容は、保険主体である保険者によって異なっています。 

即ち、健康保険や共済制度には、病気やケガで働けなくなった場合の「傷病手当金」や、出産前後で働け

ない期間の「出産手当金」という給付がありますが、国民健康保険や後期高齢者医療制度にはこれらの給付

はありません。 

2｜付加給付制度  

さらに、健康保険の中でも、従業員が 700人を超えるような大手企業などの健康保険である組合管掌健康

保険（組合健保）や、共済制度は、１で説明した法定給付に上乗せする形で、「付加給付」と呼ばれる独自の

給付を行っている場合があります。 

一方で、全国健康保険協会組合管掌保険（協会けんぽ）や国民健康保険及び後期高齢者医療制度には、

付加給付制度はありません。 

付加給付制度については、被保険者とその扶養家族が対象になっています。 

具体的には、以下のような給付が行われています。 

①一部負担金払戻金（家族療養費付加金）、訪問看護療養費付加金（家族訪問看護療養費付加金）、合算
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高額療養費付加金 

一定額（１で述べた高額療養費の自己負担限度額を下回る金額）を決めておき、自己負担がこの限度額を

超過した費用が払い戻されます。 

②傷病手当金付加金 

 傷病手当金の「1年 6か月」という支給期間を超えて、さらに「1日につき標準報酬日額の 3分の 2相当額」

という支給額に上乗せした金額が支払われます。 

③出産手当金付加金、出産育児一時金付加金（家族出産育児一時金付加金） 

 出産手当金の支給期間や支給額を超えた期間や金額が支払われます。 

④埋葬料付加金（家族埋葬料付加金） 

 埋葬料に上乗せ金額が支払われます。 

3｜組合健保の間での差異  

付加給付の内容は、各組合健保が自由に設定することができます。そのため、組合健保の間でも、保険主

体である健康保険組合によって、給付内容やその水準等が異なっています。さらには、組合健保であっても、

付加給付を行っていない場合もあります。 

従って、組合健保の加入員の皆さんは、ご自身で、加入する健康保険組合が法定給付以外にどのような

付加給付を行っているのかを確認しておくことが大変重要です。 

 

以 上 


